
 

海外で武力行使「戦争準備法案」 

あす与党合意 国会前抗議行動に結集を 
【日時】3月 20 日（金）9:00～10:00 【場所】衆院第 2議員会館前 

自民、公明両党は 18 日、集団的自衛権の行使容認の「閣議決定」（昨年 7 月 1 日）を具体化する戦争準備

法案の骨格について大筋合意しました。同日の与党協議会で、座長の高村正彦自民党副総裁と座長代理の北

側一雄公明党副代表が共同で合意案を提示。自公それぞれの党内論議を経て、20 日に正式合意する見通し

です。 

「解釈で憲法 9 条を壊すな！実行委員会」は与党協議の開催される毎週金曜日、「戦争関連法制反対！密

室協議で勝手に決めるな！」国会前行動を取り組んできました。明日の抗議行動には多くのメディアが取材

に来ます。緊急ですが、ぜひ旗やプラカードを持って国会前に結集してください。 

憲法共同センター運営委員会アピール 
 3 月 19 日、憲法共同センター運営委員会はアピールを発出しました。以下、全文を掲載します。 

 

戦争する国づくりＮＯ！ 安倍政権の暴走政治ストップ 

戦争準備法案(安保関連法案)を許さず、 

安倍政権を退陣に追い込みましょう 

                      

憲法を守り生かそうと奮闘されている全国のなかまのみなさん 

安倍政権の戦争する国づくりへの暴走がいっそうあらわになっています。安倍首相は、施政方針演説では

「戦後以来の大改革」の掛け声で、憲法を土台とする国民の暮らしを守るルールを壊し、集団的自衛権行使

容認の「閣議決定」を受けた戦争準備法制の整備に加え、「憲法改正に向けた国民的な議論を深めていこう｣

と主張、解釈改憲とあわせて明文改憲の意図まであからさまに表明しました。 

与党協議会で政府は、「周辺事態法」を改定し、自衛隊を海外派兵する「恒久法」の新設を提起していま

す。これによりいつでもどこでも切れ目なく、アメリカの戦争に参加できることを狙っています。また、ア

メリカが違法な先制攻撃を行った場合でも「新 3 要件」に適合すると判断すれば、集団的自衛権を行使でき

るようにしようとしています。安倍政権のねらいが、アメリカとともに海外で戦争する国づくりであること

がいよいよはっきりしてきています。 

しかし、閣議決定以降国民世論はいずれの調査でも過半数が「反対」の意思を示しています。そして、閣

議決定撤回を求める集会やデモ、宣伝行動が各地で無数にとりくまれるなど、全国各地で声と行動が広がり

続けています。集団的自衛権行使に反対する意見書は 238 の地方議会で採択されています。また、憲法共同

センターが全国各地で行っている「9 の日」宣伝では、「戦争は絶対ダメ」「戦争に行かされるのは僕らだ。

9 条を守ってほしい」と対話が弾み、署名の輪が広がっています。 

憲法共同センター運営委員会は、これらの情勢について確認し、「閣議決定の撤回」、「戦争準備法案スト

ップ」、「安倍政権の退陣」を求めて、以下の行動を呼び掛けます。 

戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター 
文京区湯島 2-4-4 全労連会館 03-5842-5611 (FAX 5842-5620) 

http://www.kyodo-center.jp    mail: move@zenroren.gr.jp 

 

http://www.kyodo-center.jp/


全国各地で以下の行動にとりくみましょう 

1)憲法共同センター発行の学習パンフなどを活用し、学習を広げましょう。「憲法カフェ」「ミニ学習会」

など少人数でもできる工夫したとりくみをすすめましょう。 

2)全国で「9 の日」を中心に宣伝・対話・署名をひろげましょう。戦争準備法案が、「世界中でアメリカと

一緒に戦争する国」づくりのための法案であることを明らかにし、絶対に成立させない運動を広げましょ

う。とりわけ 5 月の「9 の日」行動を過去最高規模で成功させましょう。 

3)閣議決定撤回、戦争準備法案阻止など、安倍政権の「海外で戦争する国づくり」反対の声を広げ、統一

地方選挙の争点に押し上げましょう。 

4)5.3 憲法集会が全国各地で予定されています。共同を広げ、かつてない規模で成功させ、戦争準備法案

を許さない一大決起の場にしましょう。中央では、かつてない新しい共同が生み出され、横浜で 2 万人規

模の集会が開催されます。実行委員会が提起している意見広告カンパにとりくみ、成功に力をつくしまし

ょう。 

5)憲法共同センターや総がかり行動実行委員会がよびかける関連法の閣議決定前日の官邸前行動（4 月 27

日）、野音集会(5 月 12 日)、国会前行動(5 月 21 日より、毎週木曜日)、国会前連続座り込み行動（6 月 15

日～24 日）、国会包囲行動（6 月予定）などに首都圏を中心に参加を強めましょう。 

6)6 月 14 日開催予定の憲法共同センター主催「憲法闘争全国交流集会」を成功させましょう。 

2015 年 3 月 19 日 

戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター 

（憲法共同センター）運営委員会 

 

各団体代表者からのメッセージを順次掲載しています。 

 戦後 70 年の今年、5 月 3 日の憲法記念日集会が、従来の枠を超え

た広いみなさんと一緒に行われることを心から喜び歓迎します。 

 民商・全商連は、戦前戦後の痛苦の体験から「平和こそ商売繁栄の

道」を信条としてきました。人権無視の税収奪とたたかい、平和的生

存権を守るたたかいは、まさに憲法が根拠であり旗印でした。 

私は東京で 50 年来、金属加工業を営んでいます。ものづくりを担

う中小業者の仕事が激減し、消費税大増税のために廃業する仲間がた

くさん出ています。安倍政権の暴走を支える財源が「税と社会保障の

一体改悪」で生み出され、格差を増幅させています。「戦争する国」づ

くりを財政的に支える消費税増税に反対することは、憲法改悪反対の

たたかいそのものです。暴走政治の犠牲になっている 99%のみなさん

と一緒に、平和憲法を孫たちの世代に手渡していきたいと強く願います。歴史に残る集会を大きく成功させ

ましょう。 

 

全国商工団体連合会・国分稔会長 

 

■ニュースの送付先⇒⇒mail：move@zenroren.gr.jp 

■各地のアクション、お知らせ⇒⇒ホームページ「各地のとりくみフォーム」から投稿してください  

 


